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中間レビュー調査評価結果要約表 
１．案件の概要 

国名：コンゴ民主共和国 案件名：国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト

分野：職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：5.5億円 

協力期間

（R/D） 

2011年1月～2013年12月 

（3年間） 
先方関係機関：国立職業訓練校（INPP） 

日本側協力機関：厚生労働省 

１－１ 協力の背景と概要 

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」と記す）の首都キンシャサ校に本部を置く国立職業訓

練校（Institut National de Préparation Professionnelle：INPP）は、コンゴ民の労働力強化を目的に

設置され、経済発展のための重要な政策である雇用・労働の改善に向けた産業人材の育成に資

するコンゴ民最大規模の職業訓練機関である。日本は1980年代にINPPへ専門家派遣と機材供与

を組み合わせた協力を実施していたが、内戦の影響により現在は、指導員の能力不足や高齢化、

機材や施設の老朽化、収容量の限界など、さまざまな問題を抱えている。このような状況に基

づき、コンゴ民政府は日本政府に対してINPPの訓練実施能力強化を目的とする協力の要請をし

た。この要請に対し、日本政府は支援を行うことに合意し、国際協力機構（JICA）は①指導員

の指導技術強化を目的とする技術協力プロジェクト、②INPPキンシャサ校の施設・機材の整備

を行う無償資金協力、③INPP本部の能力強化を目的とした個別専門家派遣を組み合わせた「職

業訓練プログラム」としての包括的な協力を実施することとなった。本プロジェクトは、①の

INPPをカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として指導員の能力強化を中心とする活動を

進めている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

INPPの自動車学科、冷凍・空調学科を中心に質の高い訓練が提供される。 

 

（2）プロジェクト目標 

INPPの自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導技術が向上する。 

 

（3）成果 

1．基礎共通研修の実施体制が強化される。 

2．専門技術研修の実施体制が強化される。 

3．指導法研修の実施体制が強化される。 

 

（4）投入（中間レビュー時点） 

【日本側】 

専門家派遣：7職種9名（日本人専門家）、4職種3名（セネガル人） 

ローカルコスト負担：1,893万400円（23万1,135.00アメリカドル） 

本邦研修：冷凍・空調学科2回、自動車学科1回 

第三国研修：基礎共通研修（機械学科2回、電気・電子学科2回） 

【コンゴ民側】 

人員配置：活動に基づく各種委員会、5つのワーキング・グループ（Working Group：WG）

の設置など 
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ローカルコスト負担：1,859万8,100円（2億2,133万8,974.00コンゴフラン） 

その他：専門家執務室、研修施設、消耗品、光熱費、 

研修参加者のキンシャサ内の交通費・日当・宿泊費など 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
  

担当分野 氏名 所属 

総括 米崎 英朗 JICAコンゴ民主共和国事務所所長 

協力企画 櫛田 眞美 JICA人間開発部 社会保障課 主任調査役 

評価分析 三谷 絹子 アイ・シー・ネット株式会社 コンサルタント 
  

 

調査期間 2012年11月2日～22日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 
指標 進捗状況 

成果1 

1-1 各年度において基礎共通研修計画

（研修内容、期間、対象人数）が策

定され、計画に沿って研修が実施さ

れる。 

基礎研修計画（研修内容、期間、対象人数）が策定され、

研修は計画どおり実施中。 

1-2 基礎共通研修を受講した指導員の

80％以上が研修内容に満足する。 
コア・トレーナーの研修に満足する結果は、83％となっ
た。 

1-3 基礎共通研修の指導案・教材が作成

され、プロジェクト期間中に2回以上
見直される。 

基礎共通研修の指導案・教材が作成された。中間レビュ

ー調査時までに評価結果に沿って、研修時間数が見直さ

れ、7時間追加された。 

成果2 

2-1 各年度において専門技術研修計画

（研修内容、期間、対象人数）が策

定され、計画に沿って研修が実施さ

れる。 

 専門技術研修（冷凍・空調）の本邦研修、本邦研修に
基づく伝達研修計画（研修内容、期間、対象人数）が

策定された。計画どおり研修が実施されている。 
 専門技術研修（自動車）の本邦研修と専門家による研
修計画（研修内容、期間、対象人数）が策定された。

研修は計画どおり実施中。 

2-2 専門技術研修を受講した指導員の

80％以上が研修内容に満足する。 
 冷凍・空調技術の伝達研修に関する指標1-2を満足する
結果は、78％となった。 

 専門家による自動車技術研修に関する指標1-2を満足
する結果は、100％となった。 

2-3 専門技術研修の指導案・教材が作成

され、プロジェクト期間中に2回以上
見直される。 

冷凍・空調技術に関する伝達研修の指導案・教材が作成

された。本邦研修を伝達する研修のため、見直しは行っ

ていない。今後、標準カリキュラムを基に普及研修を実

施していく時点で、その結果を基に見直しをしていく。

成果3 

3-1 各年度において指導技法研修計画

（研修内容、期間、対象人数）が策

定され、計画に沿って研修が実施さ

れる。 

専門家による指導技法計画（研修内容、期間、対象人数）

が策定された。計画に沿って研修は実施中。普及研修の

標準カリキュラム、実施計画が策定された。計画に沿っ

て研修は実施中。 

3-2 指導技法研修を受講した指導員の

80％以上が研修内容に満足する。 
専門家による指導技法研修を受講した指導員研修に関

する指標1-2を満足する結果は、100％となった。第1回の
普及研修は2012年10月29日から11月16日まで実施した。

3-3 指導技法研修の指導案・教材が作成

され、プロジェクト期間中に2回以上
見直される。 

指導技法に関する普及研修の指導案・教材が作成され

た。普及研修は実施中。見直しは研修実施後となる。 
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（2）プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトの目標は、「INPPの自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓

練指導技術が向上する」ことである。プロジェクト目標の達成度を測るための指標は、プ

ロジェクト終了間近に定量的データが収集できるデザインになっている。そのため、中間

レビュー調査時には、正確にプロジェクト目標の達成度を測ることは時期早尚である。 

 

（3）上位目標の達成状況 

中間レビュー調査時においては大きな進捗は確認できなかった。しかしながら、本プロ

ジェクトで確立・強化される実施体制モデルをINPPキンシャサ校以外で展開する想定は、

プロジェクト目標と上位目標の因果関係を明らかにしている。上位目標は通常プロジェク

ト終了時から3年から5年後に達成が期待される目標であるため、今回の中間レビュー調査

時に達成度が確認されなかったことは想定内である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は事前評価時と同様に依然として高い。その要因は、プロジェ

クトの目標と期待される成果が、コンゴ民政府の政策、日本政府の対コンゴ民主共和国別

援助計画と合致しているからである。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトは、成果2と3の達成に向けた活動の進捗がやや遅れぎみである。しかし

ながら、プロジェクトチーム（専門家及びC/P）は、この遅延は残りの活動期間内に挽回可

能であると示しているため、終了までにプロジェクト目標を達成させる見込みが高いこと

から、有効性はやや高いと判断できる。プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）バージョン2に示された3つの成果は、プロジェクト目標を達成する

手段として妥当である。 

 

（3）効率性 

両国から当初の計画どおりの投入がなされており、本邦研修、第三国研修（セネガル）

の実施結果も、その後の活動に有効に活用されている。よって、プロジェクトの効率性は

ある程度高いと判断できる。 

 

（4）インパクト 

本邦研修と第三国研修、コンゴ民におけるコア・トレーナー能力強化研修を通じて、研

修の質が改善されてきている。他方で全国のINPPの能力強化・質の向上に向けては、施設・

資機材整備などにかかる財政面での不安要素が指摘された。よって、上位目標の達成に向

けた取り組みには検討・改善の余地がある。よって、インパクトは中程度である。 

 

（5）持続性 

本プロジェクトの持続性は、（1）組織・制度面、（2）財政面、（3）技術面から評価し、

やや高いと判断できる。組織・制度面的観点は、労働法と第2次貧困削減戦略文書〔Document 

de Stratége de Croissance et de Réduction de la Pauvreté:deuxième génération：DSCRP2（2011－

2015）〕にて、INPPにおける職業訓練の重要性が言及されている。財政的観点では、今後の

INPP全校への取り組みについては、その計画が定義されていないことから、その見込みを

判断することは困難である。技術的観点からは、本プロジェクトを通じた技術移転による
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能力強化は確認されていることから、プロジェクト修了後においても同様な持続的活動が

期待できる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 コンゴ民間企業連盟（Fédération des Entreprises du Congo：FEC）とコンゴ公営企業連盟

（Association Nationale des Entreprises du Portefeuille：ANEP）がINPPにもっている組織イメ

ージが改善されて、信頼の回復に寄与していること。 

 対コンゴ民職業訓練分野では、日本を含む開発パートナーからの支援が前進していること。

 INPPキンシャサ校に、訓練生の訓練修了後の就職率・就職先などのモニタリングやフォロ

ーアップを担う部署が設置されたこと。 

 INPP本部は、今後の更なる訓練生受入れの増加を見込み、新規指導員の採用を検討してい

ること。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 INPPが所有する研修に必要な資機材が量的に不十分であること。 

 INPPが独自でINPP訓練校の施設整備・改修を実施するための資金が不足していること。 

 

３－５ 結論 

プロジェクトはコンゴ民の必要性に基づいて当初計画の活動がほぼ予定どおり実施されてい

た。具体的には、コア・トレーナーの能力開発、研修実施計画と教材の開発などが挙げられる。

コンゴ民側プロジェクトメンバーのプロジェクト目標の達成に向けた意識は高く、コンゴ民側

が主体的に活動を実施している傾向があると判断できる。評価調査団は、プロジェクト目標は

計画どおり達成される見込みがあると評する。 

 

３－６ 提言 

 研修の質の担保に向けた措置 

研修に集中できる環境づくり、研修結果に基づく指導員の能力評価体制の整備 

 機材リストの早期整備 

本プロジェクト機材台帳の整備を通じた全国展開へ向けた機材インベントリーの作成 

 専科（本邦）研修の改善 

コンゴ民側のニーズを反映させるための本邦研修内容の更なる充実化・有効化 

 指導員普及研修の体制整備と適切な実施 

全国の指導員へ向けた研修のオペレーショナルな計画整備と適切な実施 

 関係機関間の協働体制強化 

意思決定レベルのINPP本部と実施レベルのINPPキンシャサ校との更なる連携と確実な協働

体制の構築 

 研修実施マニュアルの早期整備 

研修実施プロセスの確実化と質の担保へ向けた研修サイクルマニュアルの作成と活用 

 INPP訓練校の全国整備へ向けた計画 

本プロジェクトの成果を活用して全国のINPP訓練校の能力強化へ向け、INPP側の中期計画の

策定にあたる地方各校の現状を踏まえた計画。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」と記す）の首都キンシャサ市に本部を置く「国立職業訓

練校（Institute National de Préparation Professionnelle：INPP）」は、コンゴ民の労働力強化を目的に

設立され、経済発展のための重要な政策である「雇用・労働の改善」に向けた産業人材の育成に

資するコンゴ民最大規模の職業訓練機関である。わが国も1980年代にINPPに対する専門家派遣と

機材供与を組み合わせた協力を実施していたが、1991年以降に激化した内戦の影響により、現在

は、指導員の能力不足や高齢化、機材や施設の老朽化、収容キャパシティの限界などさまざまな

問題を抱えている。 

このような状況においてコンゴ民は、わが国にINPPの訓練実施能力強化を目的とする協力を要

請し、国際協力機構（JICA）は①指導員の指導技術強化を目的とする技術協力プロジェクト、②

INPPキンシャサ校の施設・機材の整備を行う無償資金協力、③INPP本部の能力強化を目的とした

個別専門家派遣を組み合わせた「職業訓練プログラム」としての包括的な協力を実施することと

なった。 

上記①にあたる「国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト」は、INPPをカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として、2011年1月から2013年12月までの3年間の予定で実施しており、

現在、8名から成るコンサルタントチーム（総括、訓練計画、研修・企画管理、訓練運営管理、指

導技法、ベースライン調査Ⅰ、同Ⅱ、及び業務調整/訓練計画補助）と自動車整備訓練専門家（1

名）が派遣され、活動を進めている。 

今回の中間レビュー調査は、C/Pと合同で本プロジェクトの目標達成度や成果などを分析すると

ともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取

りまとめ、合意することを目的に実施された。 
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１－２ 調査日程 

現地調査は、2012年11月2日から11月22日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団長
Leader

協力企画
Cooperation Planning

評価分析
Evaluation Analysis

2012/10/30 tue Study befor the departure

2012/10/31 wed

2012/11/1 thu

2012/11/2 fri 1 1245成田→1715パリ

2012/11/3 sat 2
0030パリ→0810キンシャサ
1600 JICAコンゴ民事務所でのブリーフィング

2012/11/4 sun 3
0900 日本人専門家チームへのインタビュー調査
1100 JICAアドバイザー（武藤氏）へのインタビュー調査

2012/11/5 mon 4

1000 INPP総裁への表敬訪問
1100 INPP本部技術部長へのインタビュー調査
1300 INPPキンシャサ校校長へのインタビュー調査
1430 基礎共通研修リーダーへのインタビュー調査
1600 自動車研修リーダーへのインタビュー調査

2012/11/6 tue 5

0800 自動車コアトレーナーへのインタビュー調査
1000 対処方針会議
1130 第1回基礎共通・普及研修の受講者（指導員5名）へのインタ
ビュー調査
1300 基礎共通研修コアトレーナーへのインタビュー調査
1430 冷凍空調科コアトレーナーへのインタビュー調査
1600 冷凍空調科リーダーへのインタビュー調査

2012/11/7 wed 6

0900 指導技法科へのインタビュー調査
1030 指導技法科研修リーダーへのインタビュー調査
1300 INPP本部調査部へのインタビュー調査
1430 INPP本部視学部へのインタビュー調査
1600 INPP本部資金回収部へのインタビュー調査

2012/11/8 thu 7

0900 質問票に基づく主要カウンターパートとの質疑応答・意見交換
1230 INPPキンシャサ校訓練生5名へのインタビュー調査
1330 INPPキンシャサ校進路相談室へのインタビュー調査
1400 INPPキンシャサ校自動車科インスペクターへのインタビュー調査
1430 INPPキンシャサ校副校長へのインタビュー調査（5S活動）
1600 INPP地方校の指導員5名へのインタビュー調査（第3回基礎共通研
修に参加中）

2012/11/9 fri 8

0900 ベルギー開発公社へのインタビュー調査
1045 雇用労働社会保障省・職業訓練課長へのインタビュー調査
1300 FECへのインタビュー調査
1430 ANEPへのインタビュー調査

2012/11/10 sat 9 MMレポート案と添付資料の作成

2012/11/11 sun 1 キンシャサにて合流
0130羽田→0620パリ1045→1830キンシャサ
着後ホテルにて打合せ

10 MMレポート案と添付資料の作成

2012/11/12 mon 2 11
0900 JICA事務所にて団内協議
PM レポート案修正
1800　レポート案協議

2012/11/13 tue 3
0900団内レポート摺合せ（JICA事務所）
　→仏訳レポートの暫定
PM　プロジェクトチームとのレポート共有・協議

12 官団員と同行

2012/11/14 wed 4
1000INPP側によるプロジェクト進捗プレゼン
1300INPP側へのレポート案説明（事務レベル）
　＠DIPRO-KIN

13

2012/11/15 thu 5
1000労働大臣表敬
1300レポート案の確認、M/M協議(総裁含む）
　＠DIPRO-KIN

14

2012/11/16 fri 6
AM M/M案、レポート案の最終確認　＠DIPRO-KIN
　11/19発表会の事前協議
1500指導技法普及研修の開講式　＠DIPRO-KIN

15

2012/11/17 sat 7 場合によっては、INPP側とM/M最終確認 16

2012/11/18 sun 8
団内会議
資料準備

17

2012/11/19 mon 9
1100JCC、M/M署名　＠DIPRO-KIN
1400プロジェクト発表会　＠DIPRO-KIN
夜：米崎所長宅にてレセプション

18

2012/11/20 tue 10 キンシャサにて通常業
務復帰

0900アーリーチェックイン
1000日本大使館報告
1600空港へ出発
2155キンシャサ→

19

2012/11/21 wed 11
→0545パリ
　1100パリ→

20
→0545パリ
　1335パリ→

2012/11/22 thu 12 →0655羽田 21 →0920成田

対処方針会議

0900JICA事務所にて団内協議
1400INPP総裁表敬
1500INPPキンシャサ校視察
1800レポート案協議
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１－３ 調査団構成 

担当分野 氏名 所属 

総括 米崎 英朗 JICA コンゴ民主共和国事務所長 

協力企画 櫛田 眞美 JICA 人間開発部 社会保障課 主任調査役 

評価分析 三谷 絹子 アイ・シー・ネット株式会社 コンサルタント 

 

１－４ 主要面談者 

（1）コンゴ民側関係者 
組 織 氏 名 役  職 

雇用・労働・社会保障省 Jacques Bekwomi Ngwin 職業訓練課長 

INPP本部 Maurice Tshikuya Kayembe 総裁/プロジェクトディレクター 

Paul Nkongolo Badikila 技術部長/プロジェクトマネジャー 

Kandolo Mbombo 調査部長 

Nanga Mahamba 視学部長 

Mulumba Ngindu 資金回収部長 

INPPキンシャサ校 Joseph Bondjeke Mwenindaka 校長/プロジェクトコーディネーター 

Makumbi 副校長（5S活動担当） 

Mbongo Lokole Joseph 

Mbonda Tete 

Monsevigna Albert 

Ntambwe Jean Mpiana 

Lutondo lukiese Joly 

Kalala Mwadia Nvita 

Ngongo Kashisha Jean Louis 

基礎共通研修ワーキング・グループメンバー 

基礎共通研修ワーキング・グループメンバー 

基礎共通研修コア・トレーナー 

基礎共通研修コア・トレーナー 

基礎共通研修コア・トレーナー 

基礎共通研修コア・トレーナー 

基礎共通研修コア・トレーナー 

Lutete Mufu 

Booto Bola 

Ikamba Bolekila 

Booto Wiyambe 

Mavinga Wila 

Pambu 

指導技法学科長 

指導技法コア・トレーナー 

指導技法コア・トレーナー 

指導技法コア・トレーナー 

指導技法コア・トレーナー 

指導技法コア・トレーナー 

Mwangatayi 

Makumbi 

Mbiya Mukania 

Egbolo Mosau 

Mpoyi Pikalaku 

Kavul Mpasi 

Nguzi Mpasi 

自動車学科長 

自動車学科監査担当 

自動車学科ワーキング・グループリーダー 

自動車学科コア・トレーナー 

自動車学科コア・トレーナー 

自動車学科コア・トレーナー（カタンガ校） 

自動車学科コア・トレーナー（ボマ校） 

Mokomba 

Nkialulendo Ponde Junior 

Nsoni Mansanga Jules 

Lema Lubanzadio Fabien 

Ngoma Nzita Aaron 

Mokomba Mata Joel 

冷凍・空調学科長 

冷凍・空調学科コア・トレーナー 

冷凍・空調学科コア・トレーナー 

冷凍・空調学科コア・トレーナー 

冷凍・空調学科コア・トレーナー 

冷凍・空調学科コア・トレーナー 

Bienvenue 訓練生相談室担当 

Kabuk Mungie 

Kiyedi Sofia 

Makaya Puati 

Mazela Kiminu 

Muyongele Baruani 

中間レビュー調査時にINPPキンシャサ校に通学

している訓練生5名（学生） 
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INPPボマ校 Mayimona Solo 指導員（基礎共通研修受講中） 

INPPキサンガニ校 Ekam Wina 指導員（基礎共通研修受講中） 

INPPキクウィット校 Kabolo Meda 指導員（基礎共通研修受講中） 

INPPルバムバシ校 Kabwika Kamwanga 指導員（基礎共通研修受講中） 

INPPゴマ校 Lufwa Mbasu 指導員（基礎共通研修受講中） 

FEC Ambroise Tshiyoyo 全国渉外委員会 担当理事 

ANEP Partick Ngulu Mbiobawhul 

Gilbert Luzaza Dongo 

技術部長 

財務部長 

ベルギー Joel Leroy 

Augustin Baharanyi 

Desire Nkoy Elela 

プロジェクトコーディネーター 

ナショナルフォーカルポイント 

指導技法専門家 

 

（2）日本側関係者 
組 織 氏 名 役  職 

在コンゴ民大使館 冨永 純正 

二木 孝 

山内 貴美子 

特命全権大使 

参事役 

二等書記官 

JICAコンゴ民事務所 米崎 英朗 

興津 圭一 

徳田 真人 

所長 

次長 

所員 

INPP本部 武藤 小枝里 JICA職業訓練アドバイザー 

プロジェクト専門家 藤本 篤 

高中 克明 

田代 治徳 

上田 耕治 

関 秀馬 

坂東 愛 

総括 

訓練計画 

研修企画・管理 

指導技法専門家 

自動車整備技術専門家 

業務調整 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

本プロジェクトは、INPPキンシャサ校を拠点に、本邦/第三国研修や専門家による技術移転を通

じて、各訓練科を担う中核人材「コア・トレーナー」を育成し、更にコア・トレーナーによる他

の指導員へ各種伝達研修を実施しサイクルを構築することで、INPP指導員の訓練指導技術が強化

されることをめざす。 

    

（1）協力期間：2011年1月～2013年12月（3年間） 

（2）上位目標：INPPの自動車科、冷凍・空調科を中心に、質の高い訓練が提供される。 

（3）プロジェクト目標： 

INPPの自動車学科、冷凍・空調学科を中心とする指導員の指導技術が強化される。 

（4）成果 ①基礎共通研修の実施体制が強化される。 

②専門技術研修の実施体制が強化される。 

③指導技法研修の実施体制が強化される。 

 

表－１ プロジェクト対象学科 

基礎共通研修  電気工学及び機械分野の基礎的内容（電子、電気、空気圧、自動車

機械、機械全般、水圧・油圧、パソコン）に関する研修 

 対象科は、電気科、電子科、機械科、自動車科、冷凍・空調科、板

金・溶接科、車検センターの7科 

専門技術研修  自動車、冷凍・空調分野の専門的内容に関する研修 

 対象科は、自動車科、冷凍・空調科の2科 

指導技法研修  指導技法に関する研修 

 対象科は指導員教育科 

 

（5）協力対象校 

プロジェクトの拠点はキンシャサ校とし、同校を拠点に指導員研修を実施する。 

キンシャサ校以外の地方校は、研修実施に必要となる施設・機材の問題と治安上の配慮に

より邦人立ち入りが限定的であることから、各校の指導員をキンシャサへ集合させて研修実

施することで対応する。 

 

２－２ 職業訓練プログラムにおける位置づけ 

本プロジェクトは「職業訓練プログラム」として包括的な協力を実施しているなかで、INPPキ

ンシャサ校を拠点に実施する指導員能力強化を通じた訓練の質向上を担っている。 

同プログラムの協力内容は以下のとおり。 

 

（1）プログラム目標 

INPPにおいて市場ニーズに応える技能人材が育成され、労働市場に輩出される。 
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（2）プログラム構成要素 

 

スキーム 内  容 時  期 

1）個別専門家 
「職業訓練アドバイザ

ー」 

プログラムの立ち上げと全体調

整 
INPP本部の運営能力強化 

派遣中： 
2011年1月～2014年1月 
（現地活動は2013年12月迄）

2）技術協力プロジェクト 
「INPP指導員能力強化プ
ロジェクト」（※） 

INPPキンシャサ校を拠点に指導
員の指導技術を中心とする能力

強化を通じた訓練の質の向上を

図る。 
自動車、冷凍空調（及び電子・電

気の基礎）分野を対象 

実施中： 
2011年1月～2014年1月 
（現地活動は2013年12月迄）

3）無償資金協力 
「キンシャサ特別州職業

訓練校整備計画」 

INPPキンシャサ校における指導
員訓練施設の建設と機材の整備 

実施中： 
2012年9月～2014年9月 

※技術協力プロジェクトでは、第三国リソース（「日本・セネガル職業訓練センター」）との連携も行っ

ている。 

 

２－３ 実施体制 

各活動はさまざまな関係者の役割分担と連携体制にて相乗効果の最大化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ プログラム関係図 

 

個別専門家「職業訓練アドバイザー」
INPP本部の能力強化

成果1 基礎共通研修の実施体制強化
（電気・機械分野の基礎的技術）

成果2 専門技術研修の実施体制強化

（自動車/冷凍・空調分野の専門技術）

成果3 指導技法研修の実施体制強化
（指導技法（全科共通））

地方校キンシャサ校

INPP本部

日本側 コンゴ民側

技術協力プロジェクト「INPP指導員能力強化プロジェクト」

自動車・冷凍空調科を中心とする指導員の指導技術強化

無償資金協力「INPP施設整備計画」

INPPキンシャサ校に対し訓練施設建設、８科への機材供与

活動0 ベースライン調査、訓練環境改善

◇コンサルタントチーム
（指導技法）

◆セネガル・日本職業訓練セン
ター（CFPT）

◇コンサルタントチーム
（BL調査I・II、訓練運営管理）

◇コンサルタントチーム
（総括、訓練計画、業務調整）

指導員教育科

(1)電気科 (5)自動車科
(2)電子科 (6)冷凍・空調科
(3)機械科 (7)車検センター
(4)板金・溶接科

自動車科

冷凍・空調科

指導員教育科

(1)電気科 (4)板金・溶接科

(2)電子科 (5)自動車科

(3)機械科 (6)冷凍・空調科

自動車科

冷凍・空調科◆冷凍空調：日新興業㈱

キンシャサ校管理部門

◆自動車：日本自動車大学校、他
個別専門家
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第３章 評価の方法 
 

３－１ 評価の手法 

本中間レビュー調査は「新JICA事業評価ガイドライン第1版」に従い、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用して実施した。 

 

３－２ 主な調査項目とデータ収集方法 

（1）主な調査項目 

1）実績確認と実施プロセスの把握 

① 日本・コンゴ民双方の投入、プロジェクト活動の進捗、プロジェクトの成果とプロジ

ェクト目標の達成度合いを確認した。 

② プロジェクトの進捗は、日本人専門家やC/P（コンゴ民側のプロジェクトメンバー）に

よる自己評価に沿って、適切な活動が実施されたかを確認した。 

2）評価5項目による評価 

確認されたプロジェクトの進捗や実施プロセスについて、以下の5つの視点から評価を行

った。 

① 妥当性：プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、コンゴ民側と日本側の政策との整合性はあるかなどを問う視点。 

② 有効性：プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

③ 効率性：主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）を問う視点。 

④ インパクト（見込み）：プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効

果や波及効果を見る視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

⑤ 持続性（見込み）：プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続さ

れるか、その見込みを問う視点。 

3）結論 

評価5項目による評価結果を受けて、プロジェクトの進捗状況についての結論を示した。 

4）提言 

結論に基づき、プロジェクトや関係機関に対し教訓を示し提言を行った。 

 

（2）情報・データ収集方法 

1）文献資料調査 

討議議事録（Record of Discussions：R/D）、年次業務完了報告書のような既存の文献・報

告書や、その他プロジェクトが作成した資料などから必要な情報を収集した。 

2）質問票調査 

事前に質問票を作成して、日本人専門家チームとC/Pに配布し、情報収集を行った。 

3）インタビュー調査 

本プロジェクトに従事する専門家、C/P（本邦研修の研修員を含む）、JICAコンゴ民事務

所員などに対してインタビューを行い、プロジェクトの実績と実施プロセスの現状、今後
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の方針などの情報を収集・整理した。INPPの運営費の一部拠出を法律で定められているコ

ンゴ民間企業連盟（Fédération des Entreprises du Congo：FEC）とコンゴ公営企業連盟

（Association Nationale des Entreprises du Portefeuille：ANEP）、ベルギー技術協力機構（Belgian 

Technical Cooperation：BTC-CTB）コンゴ民事務局においては、職業訓練分野の担当者に対

INPP支援方針を聞き取り、本プロジェクトとの連携の可能性などに関する意見交換を行っ

た。 

 

4）現地視察 

INPPキンシャサ校については、現地視察を実施した。その際、基礎共通研修、自動車学

科対象のコア・トレーナー研修、指導技法研修の授業及び、既に本プロジェクトで供与さ

れた資機材の活用方法などの目視確認を行った。 

 

３－３ 合同レビュー調査 

今回の中間レビュー調査は、日本とコンゴ民による合同調査であった。１－３の示すとおり、

コンゴ民側6名、日本側3名、合計9名で今次調査団は構成された。この調査は、2012年11月2日か

ら22日までの21日間にわたり行われた（調査日程の詳細は１－２を参照）。日本側が合同評価報告

書案を作成し、コンゴ民側と内容を検討した。その後、INPPの代表者と専門家チームに事実誤認

がないかを確認するとともに、必要な修正を行った。 
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第４章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

本プロジェクトの実施期間は、2011年1月から2013年12月の3年間で、以下のように大きく2つの

フェーズに分かれている。 

 フェーズ1：コア・トレーナー1研修 

 フェーズ2：コア・トレーナーによるINPP指導員研修 

プロジェクトの直接的受益者は、INPPキンシャサ校の指導員と他校の一部指導員である。間接

的受益者はINPP全校の指導員と訓練生、FECとANEPである。 

 

４－１ 投入実績 

締結済みR/Dに沿って、日本・コンゴ民双方は専門家とC/P、活動予算、資機材、その他につい

て、プロジェクトを計画どおり実施するために必要な投入を行った。 

    

４－１－１ 日本側の投入実績 

（1）専門家の派遣 

日本人専門家は、以下のような7職種9名2が業務実施型専門家（8名）と個別専門家（1名）

として派遣された。 

 総括 

 訓練計画 

 研修企画・管理（2名） 

 指導技法 

 ベースライン調査（2名） 

 業務調整 

 自動車技術（個別専門家） 

    

セネガル人専門家は、4職種3名が日本・セネガル職業訓練センター（Centre de Formation 

Professionnelle et Technique Senegal/Japon：CFPT）3から派遣された。これらの専門家は基礎

共通研修向けの人員である。 

 

                                                        
1 本プロジェクトでは、INPP指導員研修の計画・実施を担うC/Pをコア・トレーナーと呼んでいる。コア・トレーナーは専門家

チームとINPP幹部間の協議に沿って選出されたINPP指導員である。 
2 日本側の投入として冷凍・空調学科専門家の現地派遣は計画されていない。同学科への技術移転は本邦研修を通じて実施中で

ある。そのため、中間レビュー調査時点では、同専門家の現地派遣はなく専門家数にも含まれていない。 
3 CFPTはセネガルにおいて1984年に日本の無償資金協力を得て設置された。その後、日本の技術協力を受け、セネガルの経済

開発の担い手である工業分野を対象にした中等・高等技術者の育成を担っている。1999年から10カ国以上の仏語圏アフリカ諸

国の職業訓練指導員を対象に第三国研修を実施している。2006年には、マリ共和国への第三国専門家派遣も実施している（「コ

ンゴ民共和国職業訓練プログラム協力準備調査報告書、2010年3月」）。 
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（2）研修 

① 本邦研修4 

日本側が研修費用を負担して実施された本邦研修は、表－２のとおりである。冷凍・

空調学科はコア・トレーナー5名、自動車学科もコア・トレーナー5名が日本での研修を

受講している。プロジェクト終了時までに1回/年のペースで冷凍・空調学科は合計3回、

自動車学科は合計2回実施される計画である。今後の活動としては、両学科ともプロジェ

クト終了時までに各1回（最終回）の研修が実施される計画に変更はない。 

 

表－２ 本邦研修の実績 

学 科 日程（日数） 

冷凍・空調 2011年5月16日～ 7月 1日（47日） 

2012年8月16日～ 9月29日（45日） 

自動車 2012年9月18日～11月 2日（46日） 

 

② 第三国研修 

第三国研修はセネガルで実施された。主な研修目的は、コア・トレーナー向けの基礎

共通研修であった。表－３のとおり、機械分野はコア・トレーナー8名、電気・電子分野

もコア・トレーナー8名がセネガルでの研修を修了している。本邦研修同様、これらの研

修は日本側が研修費用を負担した。 

 

表－３ 第三国研修の実績 

分 野 日程（日数） 

機械 2011年1月14日～2月19日（47日） 

2011年7月11日～8月19日（40日） 

電気・電子 2011年1月14日～2月26日（54日） 

2011年8月 2日～8月19日（17日） 

 

（3）携行機材 

本プロジェクトでは、日本・コンゴ民双方で合意した資機材が調達された。調達された

資機材は、適切な研修環境を確保するためのジェネレーター、ノートパソコン、プロジェ

クター、大型スクリーンなどが含まれる（協議議事録の付属資料3－8を参照）。これら機材

の稼働状況と維持管理状態は良好である。 

 

（4）プロジェクト経費 

これまでのプロジェクトのローカルコスト負担額は、1,893万400円（23万1,135.00アメリ

カドル5）である。日本側が負担したプロジェクト経費の内訳は、協議議事録の付属資料3-9

                                                        
4 本プロジェクトで計画・実施している本邦研修以外では、JICA課題別研修（主に職業訓練分野）に対してもコンゴ民からはINPP

職員と指導員が優先的に派遣されている。この取り組みは、JICAのコンゴ民への効果的な人材育成戦略と判断できる。 
5 2012年11月29日現在の為替レート、1アメリカドル＝81.90円で計算した（OANDAによる）。 
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のとおりである。 

 

４－１－２ コンゴ民側の投入実績 

（1）C/Pの配置 

プロジェクト当初の計画どおり、以下のようなC/P（主要決定レベルの人員）がINPP本部

と訓練校から配置された。その他のC/P（実務レベルの人員）もINPP訓練校の指導員が配置

された（詳細は付属資料３を参照）。 

 プロジェクトディレクター：INPP総裁 

 プロジェクトマネジャー：INPP本部技術部長 

 プロジェクトコーディネーター：INPPキンシャサ校長 

 

（2）施設・消耗品の提供 

専門家の執務室として、INPPキンシャサ校の建物の一部をコンゴ民側から無償で提供さ

れた。この執務室の電気代、水道代、専門家用の机と椅子、機材通関費などはコンゴ民側

が負担している。その他、プロジェクト活動に参加する研修参加者のキンシャサ内の交通

費・宿泊費・食費などは、コンゴ民側が負担した。 

 

（3）プロジェクト経費 

コンゴ民側が負担したプロジェクト活動支出額は、1,859万8,100円（2億2,133万8,974.00

コンゴフラン6）であった。この金額は全国研修時の日当・宿泊費を含む。 

 

４－２ 活動実績 

中間レビュー調査時点でプロジェクト活動は、一部を除き、ほぼ計画どおり実施されているこ

とが確認された。多少の遅れが確認された活動は、自動車学科を対象にした指導員訓練の計画・

実施に向けた作業である。遅れが生じた要因は、プロジェクト開始後に東日本大震災が起きたた

め、当初計画していた初年度の本邦研修が実施できなくなったことにある。その後、この技術移

転を補うことを目的に、自動車技術を専門とする個別専門家が派遣され、現地における技術移転

と、本邦研修の技術サポートを行っている。プロジェクト全体を統括する専門家チームは、この

遅れを挽回可能な範囲内とみている。 

各活動の進捗状況は、表－４に示す。 

 

                                                        
6 2012年11月29日現在の為替レート、1コンゴフラン＝0.08円で計算した（OANDAによる）。 
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表－４ 中間レビュー調査時の活動進捗状況 

活動 進捗状況 

0-1 ベースライン調査を実施

する。 

PDMの具体的な評価指標、レベル設定を行うこと、INNP修了生数、

修了生の就職・起業状況、企業訓練への評価、業界ニーズなどを

把握して、プロジェクト活動への反映、効果的なプロジェクトの

実施を目的としたベースライン調査が、2011年3月から5月に実施さ

れた。調査結果は同年5月16日の合同調整委員会においてワーキン

グ・グループ（Working Group：WG）により発表され、関係者間で

の共有が行われた。報告書は日本語と仏語が作成された。 

0-2 対象訓練科の必要機材を

導入し、維持管理体制を整

備する。 

 INPP本部、INPPキンシャサ校における機材の維持管理体制を調

査し、今後の管理体制について協議が行われた。 

 基礎共通研修用技術支援機材の選定と現地調達の支援が行われ、

2011年8月から9月に現地調達分の資機材はINNPへ引き渡され

た。本邦研修機材は、2012年7月から8月にかけてINPP側に供与

された。 

 専門技術研修用機材は、本邦研修機関との協議により選定され、

2012年8月から9月にINPP側に供与された。 

0-3 訓練環境改善体制を整備

する。 

訓練環境を整えるため環境改善の基本として5S活動が紹介され、

5SのWGが設置された。このWGを通じてINPPキンシャサ校の指導

員に5S活動について説明をし、5S活動を実施中である。副校長が

中心となって活動成果のモニタリングが行われている。 

成果1 基礎共通研修の実施体制の強化 

1-1 基礎共通研修（トロンコマ

ン研修）（対象7学科：電気、

電子、機械、自動車、冷凍・

空調、板金・溶接、車検）

のためのWGを設置する。 

2011年3月にWGが設置された。メンバーは、INPPキンシャサ校校

長を含む、電気科、溶接・板金科、電子科、機械科の科長と指導

員、視学官、学生課担当官の10名である。 

1-2 基礎共通研修の訓練計画

を策定する。 

2010年5月にINPPとCFPTとの協働にて策定された。 

1-3 CFPTが基礎共通研修の指

導案と教材を作成する。 

2010年にCFPTが基礎共通訓練教材を作成した。作成された教材は、

指導員能力強化用の資料として整理され、基礎共通研修WGが保管

している。この資料を参考に本プロジェクトで基礎共通研修標準

カリキュラムが立案・作成された。 

1-4 CFPTにおいてコア・トレ

ーナーへの研修を行う。 

CFPTでコア・トレーナー向けの研修が2回実施された。 

1-5 1-3で作成された指導案・

教材を参考にコア・トレー

ナーが伝達研修の指導

案・教材を作成する。 

 2011年3月に、1-3で作成された教材とCFPT研修資料などを参考

にしてコア・トレーナーがCFPT第1次研修用の伝達研修の教材が

作成された。 

 2012年3月に、CFPT研修を改編したINPP版基礎共通研修用カリ

キュラム、指導案と教材などが作成された。 

1-6 養成されたINPPのコア・ト

レーナーによる指導員へ

の伝達研修を実施する。 

 2011年5月から上記1-5で作成された教材を使用して、CFPT第1次

研修に関する伝達研修（指導員向け研修）がINPPキンシャサ校

で実施された。同様の研修は同年6月にボマ校においても実施さ

れた。 

 上記の第1次研修と同年7月から8月に実施された第2次CFPT研修

における協議・作業の結果に沿って、9月からCFPT研修内容を改

編したINPP版基礎共通研修用カリキュラムが作成された。 

 中間レビュー調査時において、計画された指導員向け研修は実施

中である。 
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1-7 研修効果をモニタリング

し、基礎共通研修計画と指

導案に反映する。 

上記1-6とCFPT版基礎共通研修内容7、指導案、教材などが専門家

チームによって精査され、同チームからの提言に沿ってこれら研

修資料が改編された。 

INNP版基礎共通研修については、2012年3月に上記1-5のとおりコ

ア・トレーナーによって研修用カリキュラム、指導案、教材など

が作成された。 

成果2 専門技術研修の実施体制の強化 

2-1 専門技術研修（対象 2学

科：自動車、冷凍・空調）

のためのWGを設置する。 

2011年3月に専門技術研修WGが設置された。このWGは2つに分か

れて作業が行われた（冷凍・空調科5名、自動車科7名）。研修計画

の検討、指導員評価手法に関する勉強会、研修カリキュラムの内

容などについてコア・トレーナーと意見交換が行われた。 

2-2 企業の訓練ニーズ調査を

実施する。 

 自動車学科：2011年8月と2012年1月に自動車整備訓練専門家が主

体となりコンゴ民の企業を訪問して、企業の訓練ニーズ調査が実

施された。 

 冷凍・空調学科：2010年に本邦研修の実施機関がコンゴ民へ渡航

し、企業ニーズ調査が実施された。 

2-3 指導員の既存技術・知識の

レベルに関する現状を把

握する。 

 自動車学科：自動車整備訓練専門家によって、自動車科指導員全

員を対象にカリキュラム作成手法（Curriculum Development 

Method Based on Ability Structure：CUDBAS）8手法を用いた指導員

の既存技術・知識レベルの現状把握（テスト）が実施された。こ

のテスト結果に沿って、コア・トレーナーの選出と、選出された

指導員の既存技術・知識レベルに関する確認調査が行われた。 

 冷凍・空調学科：上記2-2の調査団によって、指導員の既存技術・

知識が確認され、プロジェクト専門家チームに共有された。2011

年5月から7月に実施された第1次本邦研修の実施前後には、同専

門家チームによって、CUDBAS手法を用いた指導員の既存技術・

知識レベルの現状把握が実施された。 

2-4 専門技術研修の計画を策

定する。 

 自動車学科：2012年1月に派遣された自動車整備訓練専門家によ

り、自動車科指導員の対象分野として、①電子制御システム、②

供与機材を用いた訓練指導が提案された。 

 冷凍・空調学科：プロジェクト開始前の2010年にJICAから派遣

された本邦研修実施機関調査団により、コンゴ民側の企業ニーズ

確認調査が実施された。 

2-5 専門家派遣・本邦研修を通

じたコア・トレーナーの能

力強化を行う。 

 自動車学科：自動車整備訓練専門家によって、第1次研修（電子

制御システム）がコア・トレーナー3名を対象に、また第2次研修

が5名を対象に実施された。 

 冷凍・空調学科：2011年5月から7月にコア・トレーナー5名を対

象に第1次本邦研修、2012年8月から9月に第2次本邦研修が実施さ

れた。 

2-6 指導員向けの指導案と教

材を作成する。 

 自動車学科：中間レビュー調査時点では未実施。2012年12月から

電子制御システムに関する指導案と教材が作成される計画であ

る。 

 冷凍・空調学科：第1次本邦研修、及び第2次本邦研修に沿って、

それぞれの教材が作成された。 

 

                                                        
7 CFPT版は、基本的・基礎的な分野を中心として8つのモジュールにより研修が構成されている。INPP版は、専門基礎を中心と

した（油圧、空圧、特殊溶接、自動制御）4つのモジュールで構成されている。 
8 CUDBASは、日本の職業訓練分野で適用されている教育訓練カリキュラム作成手法である。CUDBASは主に職場や職務に求め

られる能力資質を抽出して、その能力をもとにコース設定、カリキュラム作成、指導案作成までをトータルに管理するシステ

ムである（職業能力開発総合大学校による）。 
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2-7 養成されたコア・トレーナ

ーによる指導員への伝達

研修を実施する。 

 自動車科：未実施（中間レビュー調査実施以降の活動であるため）

 冷凍・空調科：2012年7月から8月にかけて第1次研修が実施され

た。 

2-8 研修効果をモニタリング

し、専門技術研修計画と指

導案・教材に反映する。 

 自動車学科：未実施（中間レビュー調査実施以降の活動であるた

め） 

 冷凍・空調学科：モニタリングは実施されたが、指導案・教材へ

の反映は未実施（中間レビュー調査実施以降の活動であるため）。

成果3 指導技法9研修の実施体制の強化 

3-1 指導員教育科のためのWG

を設置する。 

キンシャサ校から指導員教育科の指導員4名とボマ校から1名、

INPP本部調査部と視学部から各1名、合計7名の構成でWGが設置さ

れた。 

3-2 指導技法研修の現状を把

握する。 

専門家が2011年3月から4月に派遣され、指導員教育科職員からの聞

き取り調査、INPPが（当時）使用しているカリキュラムなどを含

む資料を収集・現状把握が行われた。 

3-3 指導技法研修の訓練計画

を策定する。 

専門家の指導に基づき、WGとINPP本部視学部によって全国普及の

ための標準カリキュラムは立案されたが、まだINPP本部の承認は

得ていない。同カリキュラムによる指導技法研修の訓練計画も策

定された。 

3-4 指導技法研修の指導案と

教材を作成する。 

2012年10月から上記3-3で作成されたカリキュラムに沿って、指導

案と教材が作成された。 

3-5 指導員教育科の指導員に

対する指導技法研修を実

施する。 

2011年3月より専門家が3回派遣され、コア・トレーナー7名に対し

て指導技法研修が実施された。その際、上記3-3の標準カリキュラ

ム開発が研修の一環として実施された。 

3-6 養成された指導員教育科

のコア・トレーナーによる

指導員への伝達研修を実

施する。 

 上記3-5で専門家が実施した第1回、第2回の研修については、2011

年7月、7学科の代表14名を対象に「作業分解」に基づく指導技法

の伝達研修を実施した。 

 第2次に上記3-3と3-4を使用して、指導員向け研修が2012年10月

から実施中である。 

3-7 研修効果をモニタリング

し、指導技法研修計画と指

導案に反映する。 

未実施（中間レビュー調査実施以降の活動内容であるため） 

 

４－３ 成果の達成状況 

今後期待される3つの成果達成に向けて、5つのワーキング・グループ（Working Group：WG）が

設置された。5つのうち4つのWGは、専門家チームとともに以下に示す研修実施体制の強化をめざ

した研修の計画・実施を担っている。残りの1つのWGは、INPPキンシャサ校副校長のリーダーシ

ップの下、5S活動10を計画・実施している。 

 成果1：基礎共通研修の実施体制が強化される（担当：基礎共通WG）。 

 成果2：専門技術研修の実施体制が強化される（担当：自動車学科WG、冷凍・空調学科WG）。 

 成果3：指導技法研修の実施体制が強化される（担当：指導技法WG）。 

本プロジェクトではINPP本部に研修普及委員会を設置した。同委員会は、プロジェクトで計画・

実施している研修の全国展開・定着に向けたINPPの意思決定部隊としての役割がある。 

今回の調査ではPDM（バージョン2）に沿って、成果の進捗状況を確認した。主な確認方法は、

                                                        
9 PDM（和文）には「指導法」と記載があるが、専門家チームはプロジェクトの活動をとおして「指導技法」としている。よ

って、この報告書では「指導技法」を使用する。 
10 5Sは各行動を英語で示した時のローマ字の頭文字を示す。Seiri（整理）、Seiton（整頓）、Seisou（清掃）、Seiketsu（清潔）、Shitsuke

（しつけ）の5つ。5S活動とは、5S理念にそって職場環境の維持改善や業務管理を行うことである。 
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専門家チームとC/Pへの聞き取り調査と、専門家チームが作成した業務完了報告書など既存文書の

レビューである。中間レビュー調査時の成果の進捗状況は、表－５に示す。専門家チームとINPP

幹部によると、主に担当者として配置されたC/Pへの技術移転が行われ、彼らの能力向上は図られ

ている。成果の全体的な進捗状況は、やや高め程度であると判断できる。 

 

表－５ 成果の進捗状況* 

指 標 進捗状況 

成果1 基礎共通研修の実施体制が強化される。 

1-1 各年度において基礎共通研修計画

（研修内容、期間、対象人数）が策

定され、計画に沿って研修が実施さ

れる。 

基礎研修計画（研修内容、期間、対象人数）が策定

され、研修は計画どおり実施中。 

1-2 基礎共通研修を受講した指導員の

80％以上が研修内容に満足する。 

コア・トレーナーの研修への満足度は、83％となっ

た。 

1-3 基礎共通研修の指導案・教材が作成

され、プロジェクト期間中に2回以上

見直される。 

基礎共通研修の指導案・教材が作成された。中間レ

ビュー調査時までに第1回目の評価結果に沿って研

修時間数が見直され、7時間が追加された。 

成果2 専門技術研修の実施体制が強化される。 

2-1 各年度において専門技術研修計画

（研修内容、期間、対象人数）が策

定され、計画に沿って研修が実施さ

れる。 

 冷凍・空調科の本邦研修と、本邦研修内容に基づ

く伝達研修計画（研修内容、期間、対象人数）が

策定された。研修は計画どおり実施されている。

 自動車科の本邦研修と、専門家による現地研修計

画（研修内容、期間、対象人数）が策定された。

研修は計画どおり実施中。 

2-2 専門技術研修を受講した指導員の

80％以上が研修内容に満足する。 

 冷凍・空調技術の伝達研修に関する指標1-2を満足

する結果は、78％となった。 

 専門家による自動車技術研修に関する指標1-2を

満足する結果は、100％となった。 

2-3 専門技術研修の指導案・教材が作成

され、プロジェクト期間中に2回以上

見直される。 

 冷凍・空調技術に関する伝達研修の指導案・教材

が作成された。本邦研修の内容を伝達するものの

ため、見直しは行っていない。 

 今後、標準カリキュラムを基に普及研修を実施し

ていく時点で、その結果を基に見直しをしていく。

成果3 指導技法研修の実施体制が強化される。 

3-1 各年度において指導技法研修計画

（研修内容、期間、対象人数）が策

定され、計画に沿って研修が実施さ

れる。 

専門家による指導技法計画（研修内容、期間、対象

人数）が策定された。計画に沿って研修は実施中。

普及研修の標準カリキュラム、実施計画が策定され

た。計画に沿って研修は実施中。 

3-2 指導技法研修を受講した指導員の

80％以上が研修内容に満足する。 

専門家による指導技法研修を受講した指導員研修

に関する指標1-2を満足する結果は、100％となった。

第1回の普及研修は10月29日から11月16日の期間で

実施した。 

3-3 指導技法研修の指導案・教材が作成

され、プロジェクト期間中に2回以上

見直される。 

指導技法に関する普及研修の指導案・教材が作成さ

れた。普及研修は実施中であり、見直しは研修実施

後となる。 

*プロジェクトの進捗度は第2年次（2012年10月）時点の状態を示す。 

 

成果の達成度はおおむね順調であると判断できる。よって、プロジェクト終了時までにプロジ

ェクト目標が達成される見込みはやや高いと考える。本プロジェクトでは、CUDBAS手法を紹介・
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導入している。この手法は、INPPによるとコンゴ民の現状に即した適切な手法である。専門家チ

ームとC/Pが共同で同手法に沿って研修を実施することにより、C/Pの基礎技術能力は確実に強化

されてきている。 

 

４－４ プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトの目標は、「INPPの自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導

技術が向上する」ことである。プロジェクト目標の達成度を測るための指標は、プロジェクト終

了間近に定量的データが収集できるデザインになっている。そのため、中間レビュー調査時には、

正確にプロジェクト目標の達成度を測ることは時期早尚である。 

専門家チームとC/Pへの聞き取り調査の結果、C/Pの意識とコミットメントの高さが活動の要で

あり、プロジェクト目標の達成度を左右していることが明確になった。プロジェクト目標の達成

に向けた現状を表－６に示す。よって、プロジェクト終了時までにはプロジェクト目標は達成さ

れると判断できる。 

 

表－６ プロジェクト目標の達成に向けた現状 

指 標 現 状 

1 基礎共通研修を受講した80％以上の

指導員がプロジェクトで実施する評

価において、基礎分野に関する知識・

技術について5段階評価中3以上の評

価が付される。 

指標1の達成に向けて、受益者である指導員を対象と

した活動は実施中。よって、中間レビュー調査時では

定性評価はできなかった。 

2 専門技術研修を受講した80％以上の

指導員がプロジェクトで実施する評

価において、専門領域に関する知識・

技術について5段階評価中3以上の評

価が付される。 

指標2の達成に向けて、受益者である指導員を対象と

した活動は実施中。よって、中間レビュー調査時では

定性評価はできなかった。 

3 指導技法研修を受講した80％以上の

指導員がプロジェクトで実施する評

価において、指導技法について5段階

評価中3以上の評価が付される。 

指標3の達成に向けて、受益者である指導員を対象と

した活動は実施中。よって、中間レビュー調査時では

定性評価はできなかった。 

 

４－５ 上位目標の達成見込み 

本プロジェクトの上位目標は、「INPPの自動車学科、冷凍・空調学科を中心に質の高い訓練が提

供される」である。上位目標の達成見込みは表－７のとおり、中間レビュー調査時においては大

きな進捗は確認できなかった。しかしながら、本プロジェクトで確立・強化される実施体制モデ

ルをINPPキンシャサ校以外で展開する想定は、プロジェクト目標と上位目標の因果関係を明らか

にしている。上位目標は通常、プロジェクト終了時から3年から5年後に達成が期待される目標で

あるため、今回の中間レビュー調査時に達成度が確認されなかったことは想定内である。 

コンゴ民側のプロジェクト関係機関への聞き取り調査の結果、INPP、FEC、ANEPをはじめコン

ゴ民の職業訓練分野の方向性を決めるとともに、リードしていく組織の連携体制が強化されてき

ていることが判明した。その大きな要因は、上記の諸機関のスタッフがコンゴ民の雇用創出を担

う主要機関としての意識改革をし始めたことが挙げられる。INPPは本プロジェクトを通じて重要

な支援・協力機関であるFECやANEPとの信頼関係の回復を進めていると評価できる。INPPがこれ

ら機関との連携を強化することは、INPPの財政面の充実をめざすためにも重要であるとともに、
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これら機関がコンゴ民の市場ニーズを的確に把握・フィードバックし、またINPP全校の指導員の

質の向上に必要な環境や財政の確保に協力することが求められる。この関係回復も、上位目標の

達成に寄与すると判断できる。今後INNPに求められることは、以下のとおりである。 

 表－７で示す5つの指標をモニタリングするためのデータベースの構築、定期的な情報収集な

どの活動も実施する。 

 日本、フランス、インドやその他の開発パートナーとの建設的な連携関係を構築・強化し維

持・継続する。 

 

表－７ 上位目標の達成の見込み 

指 標 達成状況 

1 対象学科のキンシャサ校の訓練修了生の

就業率（起業・就職）がプロジェクト開始

時と比べて上昇する。 

INPPの記録によると、2004年には5,000

名以下だった訓練生数が、2011年には

24,688名に増加している。これは著しい

増加ではあるが、今次調査団は本プロジ

ェクトとの因果関係があるとは判断でき

なかった。 

2 対象学科の修了生を受け入れた企業の訓

練内容に関する満足度が向上する。 

中間レビュー調査時においては、確認で

きなかった。調査団はINPPに対して、プ

ロジェクト終了までに各指標を確認でき

るようなデータベースの構築が検討され

るよう提案した。 

3 対象学科の修了試験結果がプロジェクト

開始時と比べ上昇する。 

4 対象学科の訓練を修了した訓練生の訓練

内容に関する満足度が向上する。 

5 指導技法研修を受講した指導員に対する

訓練評価の結果が向上する。 

 

上記のように、INPPの自助努力、INPPをとりまく環境の正の変化を考慮すると、上位目標は達

成されることが見込まれる。 

 

４－６ 実施プロセス 

本プロジェクトは、日本とコンゴ民双方が投入した人員や資機材を効果的に活用している。プ

ロジェクトの計画に沿って、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）が設置された。

その目的はプロジェクトに対するアドバイスや承認業務を担うことである。中間レビュー調査で

は、JCCが計画どおりの役割を果たしていることが確認できた。また、中間レビュー調査の一環と

して現地調査後半に開催されたJCC会合は、今回の調査結果の日本側とコンゴ民側の合意形成の場

となった。中間レビュー調査において確認できた実施プロセスの現状はおおむね順調であるが、

以下の点については改善の余地があることが明らかになった。 

    

（1）意思決定プロセス 

普及研修として位置づけられた基礎共通研修を開始した当初、意思決定に関する混乱が生

じた。具体的には、WGによって作成された指導案と教材の確認・承認プロセス、研修修了証

の発行などについて、研修普及委員会とWG間での明確な役割分担、求められる作業（レビュ

ー、承認など）、タイムラインなどが、専門家とC/Pにおいて協議・合意されていなかったこ
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とが挙げられる。このような問題が生じた大きな要因は、専門家チームによる研修普及委員

会と各WGに対するサポートが不十分であったためである。 

 

（2）資機材の調達 

INPPは本プロジェクトで調達された（今後も予定されている）資機材について詳細内容を

把握していない。専門家チームは適切かつタイムリーに、どのような資機材が、何の目的で、

どのように活用されるか、などの詳細情報をC/Pと共有する責任がある。よって、資機材の調

達に関するコミュニケーションに関しては、プロジェクト実施者・関係者間で改善の余地が

ある。また、専門家チームによって作成される計画の機材管理台帳はまだ完成しておらず、

速やかな完成が求められる。 

また、プロジェクトの実施にあたり、日本側から資機材の投入が行われたが、INPPキンシ

ャサ校、そして本プロジェクトの指導員研修を受講した（する）指導員が主に所属する地方

の訓練校では、機材の量は決して十分ではない。 

 

（3）研修実施体制 

コア・トレーナーや指導員は、本来の通常業務に従事するかたわら、本プロジェクトで計

画・実施されている多様な研修に参加している。そのため、研修中に本来業務関連で席を外

すことや欠席することがこれまでに頻繁にあった。その結果、研修で計画された全講義に参

加した指導員も、参加できなかった指導員も、同様に修了証を受理しているのが現状である。

研修受講による能力強化を担保するためには、研修内容の達成度に基づいて修了の可否判断

を検討することが求められる。 

 

（4）コミュニケーションと広報 

専門家チームとC/Pからは、中間レビュー調査時にはプロジェクト内のコミュニケーション

に関する大きな問題があるとの指摘はなかった。一方で、今次調査団は現地調査を通じて、

INPP本部と全国の訓練校間のコミュニケーション、専門家チームとINPP本部（特にプロジェ

クトディレクター）との意見交換が、より活発になる自助努力の必要性を確認した。 

プロジェクトの広報活動と位置づけられるニュースレターは発行されているが、プロジェ

クトのホームページは、まだ制作されていないため、早期の開設が望まれる。 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 評価５項目による評価結果11 

５－１－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、事前評価時と同様に依然として高い。その要因は、プロジェク

トの目標と期待される成果が、コンゴ民政府の政策、日本政府の対コンゴ民主共和国国別援助

計画とも合致しているからである。 

    

（1）コンゴ民政府の政策との整合性 

本プロジェクトは、コンゴ民の国家開発計画とコンゴ民側のニーズに合致している。1964

年6月29日に制定された法令206号（Ordinance no. 206）はINPP設置法である。INPPが設置さ

れて以降、コンゴ民政府はINPPをコンゴ民における職業訓練を提供する責任機関として位

置づけた。そのため、INPPは産業界が求める労働者の育成をめざしてきた。2011年から2015

年を対象にした貧困削減戦略文書においても、雇用率の増加が重要であると指摘している。 

INPPはコンゴ民政府によって設置された省庁間委員会のメンバーである。INPPが所属す

る課題別委員会は技術・職業訓練委員会で、以下に示す省庁代表者で構成される。 

 雇用・労働・社会保障省 

 高等・アカデミック教育、科学研究省 

 初等・中等教育、職業訓練省 

 社会福祉・人的活動・国家結束省 

 青少年・スポーツ省 

技術・職業訓練委員会は、コンゴ民の技術教育・職業訓練分野の改善・強化を目的に、

メンバー省庁が政策レベルでの連携促進を担う機能を果たしている。この機能をリードす

るINPPは、コンゴ民の職業訓練分野における将来的方針を策定するために、適切な枠組み

を確保していると判断できる。 

 

（2）日本政府、JICAの援助方針との整合性 

本プロジェクトの内容は、経済の発展を主要課題と位置づける日本政府やJICAの援助方

針とも合致している。日本政府は、第4回アフリカ開発会議において中等・高等教育分野の

開発と経済成長の因果関係を指摘した。中等・高等教育分野は職業訓練を含み、今後コン

ゴ民の発展の糧となる熟練労働力の創出に直接貢献できる。 

 

（3）対象科目の妥当性 

コンゴ民では、トヨタをはじめとする日本の中古車が非常に多く活用されており、中古

車の約80％が日本車といわれている。そのため、日本式の自動車修理・点検技術を有する

技術者のニーズは非常に高い。また、気候は温暖であり産業用建物・施設、4輪車両などを

含む冷凍・空調に関する技術者のニーズが高まっている。よって、本プロジェクトの対象

科目である自動車学科と冷凍・空調学科の選出は妥当である。 

                                                        
11 評価結果は、高い、やや高い、中程度、やや低い、低い、で判断する。 
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５－１－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性はやや高いと判断できる。本中間レビュー調査時点では、プロジェ

クトの第1段階であるコア・トレーナー研修が実施中であること、第2段階であるコア・トレー

ナーによるINPP指導員訓練が開始されたばかりであることを考慮すると、3つの成果の達成状況

を適切に評価することはできなかった。しかしながら、専門家チームとC/Pが引き続き計画どお

りプロジェクト活動を実施することで、プロジェクト目標は達成されることが見込まれる。ま

た、PDMバージョン2に示された3つの成果は、プロジェクト目標を達成する手段として妥当で

ある。 

日本側の専門家や資機材の投入はR/Dに沿って実施された。プロジェクト開始後、日本側の検

討によって、コンゴ民への派遣日数を増やした専門家もいる。C/Pは日本側からの投入について、

問題なしと評した。専門家チームとC/Pによると、日本・コンゴ民双方からの投入は有効であっ

たと判断できる。一方で、本邦研修の参加者の同研修に対する満足度は高いものの、改善を求

める声があったことも事実である。 

本中間レビュー調査では、本邦研修と第三国研修の研修生に聞き取り調査を実施した。その

結果、今回の調査団が収集できた指摘事項は以下のとおりである。 

 研修内容がコンゴ側のニーズに沿っていない場面があった。 

 研修内容が不十分であった。具体的には、配布資料がフランス語に翻訳されていなかったこ

とが挙げられる。 

INPPが所有する資機材不足がプロジェクト実施にあたり最大の課題であるが、本プロジェク

トで投入された資機材でこの課題は一部解消された。 

日本で実証されたCUDBAS手法の紹介と導入に関する知識・経験・ノウハウは、コンゴ民側

にとって有効であると判断できる。CUDBAS手法で作成された指導案・教材は効果的に活用さ

れている。 

 

５－１－３ 効率性 

3つの成果達成へ向けて、プロジェクトはほぼ計画どおり順調に活動を実施している。よって、

効率性はやや高めと判断できる。専門家によると、成果2と3の達成に向けた活動に多少の遅れ

が生じているが、プロジェクト終了時までには完了する見込みである。2011年の東日本大震災

の影響を受け、自動車学科の本邦研修が計画どおり実施できなくなったことが1つの要因である。

プロジェクトではその後、投入計画の一部を変更することを検討し、自動車訓練整備の専門家

をINPPに派遣し、現地での技術移転を行うこととした。この遅れは一時的なものであり、今後

の活動が予定どおり進められれば、プロジェクト目標の達成に向けて大きな影響はないとみら

れる。 

    

（1）投入と成果 

日本側の要員はR/Dに基づき配置されている。専門家の派遣に関しては、プロジェクトの

提案にそってJICAと協議が行われ、指導技法専門家の派遣日数がプロジェクト開始後に増

加された。C/Pによると、日本側から移転された知識や技術は、コンゴ民側にとって適切で

役に立っているという。C/Pへのインタビューの結果、コンゴ民側のプロジェクトメンバー

と関係者は、日本側の投入実績に関して改善の余地はあるが特に大きな問題はないと評し
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た。コンゴ民側は当初、専門家の派遣期間について延長・長期化を求めていたことが確認

された。長期専門家のように、いつでも差し向かいで相談・協議などの技術指導を受けら

れる体制が最適であると説明した。今次調査団は、このコンゴ民側からの要請とプロジェ

クト目標の達成度との因果関係を確認・証明することはできなかった。一方で、プロジェ

クト関係者への聞き取り調査の結果、中間レビュー調査時までの専門家からの技術移転の

内容・手法に関しては、ほぼ適切であったと評価することができる。 

セネガル人専門家の派遣に関して日本人専門家チームは、「同じフランス語圏のアフリカ

人であることの親しみと、同じ日本の協力による技術力の習得が共通点となっている。セ

ネガル人専門家がもつ技術力は、INPPが到達可能な技術的目標と定められた」と評した。

この評価について、今次評価調査団は同意できる。 

コンゴ民側の投入は、おおむねR/Dどおりに配置・提供された。コンゴ民側は成果別に専

門家執務室を対象C/P機関の施設内に確保した。この点は高く評価できる。しかしながら、

コンゴ民側の投入の一部では改善の余地があることも指摘された。その1つは、コンゴ民側

が確保したプロジェクト予算である。具体的な金額の共有はなかったが、コンゴ民側の経

費を一部日本側が負担している。もう1つは、C/Pの人員不足が挙げられる。総体的にC/Pと

プロジェクト関係者の本プロジェクトに対するコミットメントレベルは高いが、通常業務

と本プロジェクトの活動を一緒にやるには十分な人員と時間がないのが現状である。その

ため、日本側はローカルスタッフを雇用して、C/P機関が担うべき活動を一部実施したこと

が確認された。プロジェクト終了後はコンゴ民側独自で活動を継続していくことが求めら

れるため、この人員不足の解消はコンゴ民側にとって急務である。 

 

（2）実施体制 

このプロジェクトは、2009年に実施された協力準備調査で計画された職業訓練分野プロ

グラムの一部である。プログラム実施にあたっては、別途、日本人専門家が職業訓練アド

バイザーとしてINPP本部に派遣されている。2013年上旬には、無償資金協力も本格的に開

始される予定である。 

後に示す「表－９ 成果の達成に向けた貢献・阻害要因」にあるように、R/Dどおりにプ

ロジェクトは活動を実施している。本プロジェクトはC/Pにとって必要な技術移転を効果的

に行うために、日本とセネガルから派遣された専門家の混合チームを結成して対応された。

これら専門家は成果別に配置された。C/Pによると、専門家の長期派遣を望む声があった。

その理由は日常的に相談にのってもらい、技術移転を受けられることを期待していたこと

が影響している。これまでの派遣実績に対して、プロジェクトの進捗度が大きく遅れてい

るわけではない。今次調査団は、この混合チームの適性を判断するための因果関係は評価

できない。その一番の理由は、比較できるプロジェクトが実施されていないためである。 

本プロジェクトでは、WGが設置され、進捗状況のモニタリングを行った。この体制を通

じて成果の達成状況を日本とコンゴ民側双方で共同管理する体制を構築したといえる。プ

ロジェクトを通じてINPP本部と訓練校の間、また、クライアントであり協力機関である

ANEPやFECとINPPとの交流は深まってきている。本プロジェクト実施期間内に限らず、こ

れらの機関が連携を図り必要な情報の交換が組織的・定期的に行われることは、INPP本部

の組織強化、訓練校の指導員の質の改善に向けて重要である。 
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５－１－４ インパクト（見込み） 

プロジェクトを通じてINPP指導員の能力強化に向けた基盤を構築するには約1年残っている。

中間レビュー調査時において、プロジェクトのインパクトは中程度である。プロジェクトは進

行中であるため、中間レビュー調査時に大きなインパクトが明確に確認されていないことは理

解できる。 

 

５－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、（1）組織・制度面、（2）財政面、（3）技術面、から評価し、や

や高いと判断できる。しかしながら、財政面には多少課題があるといえる。 

    

（1）組織・制度面 

組織・制度面の持続性は高い。INPP設置法の執行によってINPPは、職業訓練分野におけ

る役割が明確になるとともに、労働人口の育成という重要な責任を委任された。加えて、

1971年3月26日に施行された法令71-055号（Ordinance no. 71-055）5条のセクション2に記載

がある研修に係る責任では、INPPが以下の業務を担うことになっている。 

 産業界のニーズに沿った研修の計画・実施 

 労働コード5条に沿った技術者への研修の計画・実施 

同法令・号6条では、労働分野の責任機関の各大臣の要請を基に、必要に応じて研修を実

施することも義務づけられている。このような背景を考慮すると、今次調査団はコンゴ民

における技術者の育成はINPPが担っていると評価できる。妥当性で述べた2011年から2015

年を対象にした貧困削減戦略文書においても、雇用率の増加が重要であると指摘している

点も、INPPの重要性を後押ししていると判断できる。 

組織面の今後の課題として、INPPでは適切な能力や資質をもつ指導員が不足しているこ

とが挙げられる。近年、コンゴ民国内で市場の需要に沿った雇用につながるレベル・内容

の訓練ニーズが高まり、これら需要は年々増加している。しかしながら、需要に対する供

給はバランスが取れていないのが現状である。 

 

（2）財政面 

中間レビュー調査時の財政面の持続性は中程度と判断する。INPPは、プロジェクト終了

後に全国のINPPを対象とした研修展開をどのように実施・継続していくかなどの詳細計画

が現段階で不明確である。そのため、今後財政面でどの程度の活動費が必要になり、コン

ゴ民の自助努力によりどの程度の予算確保が可能になるか、判断する材料を収集できなか

った。INPP幹部への聞き取り調査の結果に沿って、本プロジェクトに対する支出額より多

額の予算の確保は難しいことが想定できる。一方で、INPP幹部は今後も継続して十分な予

算の確保に向けて啓発活動や必要な調整を実施していく姿勢でいることは確認できた。 

INPP資金調達部への聞き取り調査の結果、INPPキンシャサ校の資金調達を担うINPP本部

職員の意識改革が進んでいることが明らかになった。プロジェクト関連の活動としてINPP

と産業界との連携促進が図られている。INPPの運営費の確保・増益を達成させるためには、

営業の役割を担うINPP資金調達部職員の手腕が求められる。これら職員の営業能力はプロ

ジェクト開始前と比べて、正の変化が生じている。具体例として、以下の行動変容が挙げ
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られる。 

 INPPの利点を的確にクライアントに伝える能力が蓄積されてきている。 

 INPPキンシャサ校に足を運び、同校の良し悪しを目視するようになってきている。 

上記のような正の変化が継続した場合、中・長期的にはINPPの運営費の拡大に寄与する

と判断できる。現在産業界からINPPが回収できる運営資金率は、表－８のとおりである。 

 

表－８ 産業からINPPへの給付率 

雇用人数（人） 各会社の負担率（％） 

1から50 3 

51から300 2 

301以上 1 

 

INPPは十分な活動予算の確保は課題であると認識している。そのため、プロジェクト終

了後に、コンゴ民独自で本プロジェクトと同等の投入を行って活動を継続させることは困

難であると説明している。したがって、フランスやインドなどを含む他の開発パートナー

との協力を戦略的に計画・実施することで、ある程度の財政面での支援を受ける体制が構

築されることが必要になる。これは、今後日本がINPPへの支援を継続した場合においても、

必要となる財政面での強化はINPPにとって課題であることを意味する。 

 

（3）技術面 

技術面の持続性はやや高いと判断する。中間レビュー調査では、プロジェクトで実施し

たベースライン調査と中間地点でのフォローアップ調査の結果に沿って定性的・定量的デ

ータを収集した。専門家チームとINPP幹部によると、プロジェクトを通じてC/Pの能力は向

上してきている。専門家チームは、プロジェクト終了時までにC/Pの能力が更に強化される

見込みは高いとみている。プロジェクト終了後には、C/P独自で同様のINPP指導員能力強化

を図ることが期待される。 

INPPキンシャサ校の管理能力の強化に向けて、本プロジェクトは機材管理台帳の作成を

提案している。INPPはこの台帳に沿って、機材の活用状況のモニタリングと維持管理を実

施していくことが期待される。このようなモニタリング体制はキンシャサ校以外でも将来

的には導入することが求められる。加えて、キンシャサ校では5S活動を紹介・導入した。

同校の副校長がリーダーとなり、5Sのような低コストで実施可能な訓練校の訓練環境の整

備を進めている。この活動は訓練校のインフラ整備と比較した場合、取り組みやすい活動

であることから、今後の全訓練校での実施可能性は高い。今次調査団は、INPPが5Sの意義

を適切に理解して、率先して導入していることを高く評価した。 
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５－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

コンゴ民側のプロジェクト関係機関であるINPP、FECとANEPの幹部職員と専門家チームへの聞

き取り調査を通じて、貢献要因と阻害要因の検証を実施した。その結果、表－９で示すような両

方の要因が確認された。 

 

表－９ 貢献要因と阻害要因 

貢献要因 阻害要因 

 FECとANEPがINPPにもっている組織イメ

ージが改善されて、信頼の回復に寄与し

ていること。 

 対コンゴ民職業訓練分野への日本を含む

開発パートナーからの支援が前進してい

ること。 

 INPPキンシャサ校に、訓練生の訓練修了

後の就職率・就職先などのモニタリング

やフォローアップを担う部署が設置され

たこと。 

 INPP本部は、今後の更なる訓練生受け入

れ増加を見込み、新規指導員の採用を検

討していること。 

 INPPが所有する研修に必要な資機材が量

的に不十分であること。 

 INPPが独自でINPP訓練校の施設整備・改

修を実施するための資金が不足している

こと。 

 

本プロジェクトは、C/Pに必要な技術移転を効果的に行うために、日本とセネガルから派遣され

た専門家の混合チームを結成して対応し、これら専門家は成果別に配置された。C/Pによると、日

常的な相談や技術移転に対応し得る長期専門家の派遣を望む声があったが、これまでの派遣実績

に対して、プロジェクトの進捗が大きく遅れているわけではない。日本のノウハウをもった日本

人専門家、日本の支援を受け能力が向上したセネガル人専門家の派遣は、INPPにとって刺激にな

ったことは明らかである。 

 

５－３ プロジェクト計画修正の要否 

本評価結果を踏まえると、現行計画の修正の必要性は認められなかったため、プロジェクトフ

レーム（PDM）の修正は行わない。有効なPDMは合意文書（R/D）の付属資料２として改めて双

方で確認した。 

 

５－４ 結論 

プロジェクトはコンゴ民の必要性に基づいて当初計画の活動が予定どおり実施されており、本

邦及びセネガルからの専門家派遣や研修実施によるコア・トレーナーの能力開発、研修実施計画

や教材開発などいくつかの進捗が確認されている。また本プロジェクト活動を通じて指導員の能

力強化を図ることへのコンゴ民側C/Pの意識は高く、主体的な活動が進められている。以上のこと

から、本プロジェクト目標は計画どおり達成される見込みである。 
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第６章 プロジェクトへの提言 
 

残るプロジェクト期間の活動をより有効なものにするために、以下のことが提言された。 

 

（1）研修の質の担保に向けた措置 

プロジェクトで実施している研修の対象者である指導員は、日々の責任業務に関連して、

しばしば研修を中座することが指摘されている。研修による能力強化効果を確実なものにす

るためには、同研修に参加中の指導員は、通常業務から離れて研修に集中できる環境を確保

することが望まれる。 

同時に、プロジェクト内で実施する指導員研修の受講成果を評価するためのシステム構築

が必要であることが確認されている。コンゴ民C/Pと日本人専門家の協働によって、プロジェ

クト終了までに、研修評価システムが整備されることが期待される。 

 

（2）機材リストの早期整備 

INPPにおける設備や機材の不足について、本調査中にコンゴ民C/Pの管理運営者から現場の

指導員に至る各レベルの者から言及された。INPPキンシャサ校に対しては、本プロジェクト

活動に必要となる機材の整備がなされ、学校運営機能強化の一環として、機材インベントリ

ーの作成が開始されている。この機材インベントリーは、既存施設における機材状況と不足

機材の把握のみならず、本プロジェクト以降にINPPが全国への活動展開を図るうえでの計画

整備にとっても重要な基礎情報となるものであることから、同インベントリーの作成とデー

タベース管理体制の早期完成が求められる。 

 

（3）専門学科に関する本邦研修の改善 

冷凍・空調科及び自動車科の専門学科に関する研修に参加したコア・トレーナーから、今

後の本邦研修実施に際し、①研修期間②参加者からのニーズと期待への対応を含むいくつか

の提言が示された。プロジェクト期間中に実施される今後の研修については、その実施方法

と内容について、研修効果の最大化を図るために十分な検討をすることが期待される。 

 

（4）指導員普及研修の体制整備と適切な実施 

今後のプロジェクト活動は、コア・トレーナーがこれまでの活動によって身に着けた知識・

経験を全国の指導員向けに普及する研修の実施が中心となる。効率的な研修実施のためには、

研修の詳細日程と準備手続きを明確化したうえで、適切な実施と次回の研修実施へ向けたフ

ィードバックに関する体制が重要になるところ、この早期整備が求められる。 

 

（5）関係者間の協働体制強化 

今後のコア・トレーナーによる指導員研修の効果的実施のためには、意思決定レベルのINPP

本部及び研修普及委員会と、実務レベルであるINPPキンシャサ校及び研修管理改善委員会と

の間におけるコミュニケーションと協働体制を、より強固かつ確実なものにする必要がある。

研修実施の初期段階で生じた、連絡ミスによる不明確な役割分担による混乱の再発は避ける

べきであり、残されたプロジェクト期間中の効果的な活動実施に際しても、体制強化は重要
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な事項であることが指摘された。 

 

（6）研修実施マニュアルの早期整備 

専門家チームはこれまでの活動において、研修実施マニュアルの整備を提案した。このマ

ニュアルは、効率的な全国研修実施のために、研修実施プロセスと品質管理システム、PDCA

（Plan-Do-Check-Action）サイクルを共有する目的のものである。研修普及委員会は同マニュ

アルの活用を試みたが、困難な専門用語や、フランス語訳した際の混乱などにより、改訂が

望まれている。将来的にINPPの活動をキンシャサ校から全国への展開するためには、この研

修実施マニュアルをできる限り早期に最終化することが期待される。プロジェクト期間中に

専門家チームの支援によりINPPとの協働でこれを整備し、全国のINPP校へ配布・活用普及を

図ることが望まれる。 

 

（7）INPPの全国整備へ向けた計画 

本プロジェクトの成果は、全国のINPP指導員の能力強化に貢献することが見込まれている。

しかしながら、プロジェクトフレームワークに基づく活動期間には限りがあることから、本

プロジェクトの成果を活用した今後の継続的な活動計画を、本プロジェクト終了前にINPPに

て整備することが期待される。計画検討のためにはまず、全国のINPPの現状評価とニーズ確

認が必要となる。評価時に重要となる点は①指導員訓練によって期待されるレベル、②学校

施設の改修整備の必要性、③訓練に活用可能な資機材の状況、であろう。本プロジェクトを

通じてキンシャサ校で実施したパイロット活動を全国のINPPへ拡大・普及させるためには、

INPP指導員の持続的な能力強化が必須となる。INPPによる全国展開へ向けた計画策定にあた

り、専門家チームは、技術的観点及び指導技法的観点から助言することが期待される。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M）（署名済み仏語、参考英訳） 

 

２．評価グリッド（英・仏） 

 

３．カウンターパートリスト 

 

４．INPPによるプロジェクト進捗報告資料 
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